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株主が会社の清算義務を怠らないよう

事実経緯

　Ａ氏は、他者と共同出資したＢ社の株主であり、実質的にＢ社の経営に関わらなかった。Ｂ社は、経営問題で法によってその営業許可書を取り下げられた後、その清算手続を行わなかった。Ｂ社の債権者はＢ社の債務不履行のため、Ａ氏を相手に提訴し、連帯責任を求めた。

判決

　裁判所は本案を審理後、Ｂ社が営業許可書を取下げられた後、株主であるＡ氏は清算手続を行うべきであるにもかかわらず、清算手続きを怠けて、Ｂ社の帳簿、財産を紛失し、清算が出来なくなったことを致したことによって、Ｂ社の債務償還に対して連帯責任を負うものと判決を下した。

コメント

中国の「民法総則」第70条第2款により、法人の董事、理事等執行機構或いは決策機構の構成員は清算義務者とする。法律、行政法規が別途決まれば、それに従う。清算義務者は速やかに清算義務を果さず、損害をもたらした場合、民事責任を負を負わなければならない。主管機関或いは利害関係者は裁判所に関係者を指定し、清算委員会を組織し、清算を行うよう申し入れることが出来る。また、｢会社法」第36条の規定により、有限責任会社の権力機構は株主会である。

本案のＡ氏は株主としてＢ社の経営、管理に参画したかどうかを問われなく、関係者を組織し、Ｂ社の清算を行う義務を負うものとする。

法によって、法人を解散する場合、合併或は分割の情況を除き、清算義務者は清算委員会を設置し、清算を行わなければならない。

清算義務者とは、その法人との間に存在する特定法律関係に基づいて、法人を解散する際、それに対して,法によって清算を組織する義務を負う主体を指す者である。

4、本案のＡ氏は、Ｂ社の清算手続を履行する義務を怠り、Ｂ社の主な財産の紛失を致し、清算を実現する可能性が無くなったため、Ｂ社の抱える債務に対して償還する連帯責任を負わなければならない。


第一審渉外民商事案件級別管轄基準及び所管処理

関連問題に関する最高裁の通知

最高裁は2017年12月7日付「第一審渉外民商事案件級別管轄基準及び所管処理関連問題に関する最高裁の通知」（以下、「通知」という）を公布し、2018年1月1日より実施する。本稿ではその「通知」の概要を以下の通り取り纏めます。

―、第一審渉外民商事案件級別管轄基準

１、北京、上海、江蘇、浙江、広東省高裁、直轄市中級裁判所、省所在市、経済特区等の所在地の市中級裁判所、その他の中級裁判所は、それぞれ管轄する訴訟物の価額は2億人民元以上、2000万人民元以上、1000万人民元以上とする。

２、天津、重慶、河北等13省高裁、直轄市中級裁判所、省所在市、経済特区等所在地の市中級裁判所、その他の中級裁判所は、それぞれ管轄する訴訟物の価額は8000万人民元以上、1000万人民元以上、500万人民元以上とする。

３、貴州等3省2自治区高裁、省・自治区所在市等中級裁判所、その他の中級裁判所はそれぞれ管轄する訴訟物の価額は2000万人民元以上、200万人民元以上、100万人民元以上とする。

二、下記の案件は裁判所の渉外審判法廷或いは専門合議法廷が審理する。

1、当事者一方或いは双方は外国人、無国籍者、外国企業或いは組織、または当事者一方或いは双方の経常居住地は中国領域以外にある民商事案件。

2、民事関係の発生、変更、或いは消滅する法律事実は中国領域外に発生し、または目的物は中国領域外にある民商事案件。

3、外商投資企業の設立、出資、株主資格の確認、利益配当、合併、分割、解散等の該当企業に関連する民商事案件。

4、一方の当事者は外商独資企業である民商事案件。

5、信用状、保証状紛争案件、保全の支払中止申請案件を含む。

6、上記1-5項目案件の管轄権異議に対する上訴案件

7、上記1-5項目案件の発効裁判に対する再審を申請した案件、但し、当事者が法によって元の審理裁判所に再審を申し入れたことについては除外される。

8、越境破産の協力案件

9、民商事司法協力案件

10、最高裁の「仲裁司法審査案件所管処理関連問題に関する通知」「法（2017）152号」に決めた仲裁司法審理案件

上項に決めた民商事案件には婚姻家庭紛争、相続紛争、労働争議、人事争議、環境汚染権利侵害紛争及び環境公益紛争を含まれない。

三、海事案件及び知的財産権案件は「通知」を通用されない。

四、「通知」の実施前受理した案件は｢通知｣を適用されない。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	最高裁の「第一審渉外民商事案件級別管轄基準及び所管処理関連問題に関する最高裁の通知」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2018/01/01

	2
	財政部、国家税務総局の「企業の海外所得税控除免除政策問題に関する通知」
	2017/01/01

	3
	財政部、国家税務総局、国家発展改革委員会の「海外投資者の利益配当による直接投資に対する仮払所得税暫時不徴収政策問題に関する通知」
	2017/12/21

	4
	国务院の「自由貿易試験区行政法規、国務院公文と国務院の批准した部門規則規定の暫時調整に関する決定」
	2017/12/25

	5
	最高裁の「仲裁司法審査案件審理若干問題に関する規定」
	2018/01/01

	6
	最高裁の「仲裁司法審査案件報告確定問題に関する規定」
	2018/01/01

	7
	財政部、国家改革発展委員会、工業情報化部の「重大技術装備輸入税収政策関連目録の調整に関する通知」
	2018/01/01

	8
	国務院の「中華人民共和国環境保護税法実施条例」
	2018/01/01

	9
	税関総署の「加工貿易台帳保証金制度を全面的に取消する過渡期完了後関連業務処理事項に関する公告」
	2018/02/02
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